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１ 計画の策定の背景と目的

１－１ 背景

本市の消融雪施設は冬期間の坂道対策および歩行者空間の安全を確保するため、

１０７箇所に設置し、総延長は約２４ｋｍとなっている（表２－１）。

本市では昭和５０年代から急な坂道や地下道などの冬期間の安全対策が特に必要

な箇所に消融雪施設を整備してきたが、平成２年に施行された「スパイクタイヤ粉

じんの発生の防止に関する法律（法律第５５号）」によりスパイクタイヤの使用が

規制され、スタッドレスタイヤによる坂道等での交通障害が懸念されたことから、

平成４年度から「ゆき道計画」等に基づき本格的な整備を開始した。

これまで整備した多くの施設は、老朽化に伴う融雪効率の低下、維持管理費の増

加、施設の稼働停止等の様々な問題が表面化しており、施設改修の実施には多額の

費用を要している。さらに、高齢化、人口減少、インバウンドなどの社会状況の変

化により、新設を含めた融雪施設整備の要望は増加傾向にあり、今後も新設や改修

の要望が増加することが予想されている。

図１－１ 経過年数１５年以上の消融雪施設の割合の推移

１－２ 目的

本計画は、消融雪施設整備に関する整備基準や優先順位を新たな視点で定めるも

のであり、整備費用の削減や平準化による、施設の持続的・継続的な運用により冬

期間の道路利用者の安全確保を目指すものである。
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２ 消融雪施設の現状

２－１ 既存消融雪施設の概況

(1) 既存消融雪施設の概況

本市が管理する融雪施設は、平成２年のスパイクタイヤの規制に伴い道路勾配

が４％以上の主要な道路等に整備している。（既設融雪施設一覧表 資料１）

令和７年３月時点における車道部と歩道部ごとの箇所数および整備延長は、次

（表２－１）のとおりである。

表２－１ 融雪施設の箇所数と整備延長

(2) 既設消融雪施設の方式

融雪の方式は、電気方式や地下水方式、ガス等・ヒートパイプ方式などがあり、

電気方式が７４箇所と最も多くなっている。

方式ごとの箇所数は次（表２－２）のとおりである。

表２－２ 既設消融雪施設の方式の内訳

経過年数が１５年以上である施設は、電気方式で５１箇所（全７４施設のうち

６９％）、地下水方式で７箇所（全１２施設のうち５８％）となっている。

融雪方式別の経過年数を図２－１に示す。(令和７年３月時点)

図２－１ 融雪方式別の経過年数

箇所数 整備延長[m]

車道部 55 8,288

歩道部 52 15,594

合計 107 23,882

電気 地下水 ガス
ヒートポンプ
(フロンガス) 地中熱 灯油 計

箇所数 74 12 8 1 1 1 97

割合 76.3% 12.4% 8.3% 1.0% 1.0% 1.0% 100.0%
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２－２ 維持管理状況

(1) 融雪施設の損傷状況と維持管理費

本市の融雪施設は１０７箇所のうち２０箇所で損傷や不具合が発生している。

これら損傷を全て修繕した場合は多額の費用を要するため、応急的な修繕や除雪

で対応している。また、停止している施設は４箇所ある。

ア 方式毎の損傷状況

(ｱ) 電気方式

図２－２は電気方式における（全７４施設）損傷の種類を示したものである

が、絶縁抵抗不良が７箇所ともっとも多くなっている。

次いで水分センサーや路面温度センサーの不良が多くなっている。センサー

類の不良は、効率的な融雪の運用に直接影響するものであり、光熱水費（電気

料金）増大に繋がる。

図２－２ 電気方式の損傷の種類と数

(ｲ) その他の方式における代表的な損傷

地下水方式やガス方式は、地下水やボイラーなどにより温められた不凍液を

送水管を通じて融雪部分にある放熱管へ送る方式であるが送水管や放熱管は車

両重量や水圧がかかることにより負荷がかかり、管が破損し漏水する。

また、地下水方式は放熱管に鉄管を使用しており、腐食（錆）などの影響に

より、管のつまりや漏水する事例がある。
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イ 消雪施設（流雪溝）の維持管理状況

本市が管理する消雪施設（流雪溝）は５箇所あり、諸元をまとめたものを

表２－３に示す。

表２－３ 消雪施設の諸元

ウ 光熱水費

融雪施設は設置箇所、周辺環境および方式によって、光熱水費が大きく異な

る。過去３年間の各融雪方式における年間の光熱水費は次（表２－４）のとお

りである。

表２－４ 融雪方式別の光熱水費

水源 電気代 維持管理

合  計 4,654.7

岩見川・
和田頭首
工より取
水

なし

取水管理は河辺土地改
良区。流雪溝は利用組
合。落ち口の雪庇除去
は秋田市。

5
(主)秋田御所
野雄和線

H6 河辺戸島字七曲 1,817.7
岩見川よ
り取水

取水Ｐ：秋田市
送水Ｐ：戸島町内会

蓋開閉・送水施設維持
は戸島町内会。上記以
外は秋田市。

4 和田本町線 H4

国道13号～
河辺市民サービ
スセンター
(片側)

950.0

地下水の
ポンプ
アップ

道路維持課
保守は、秋田市。その
他運転等は流雪溝利用
組合

3
柳町台線
（新施設分）

H22
鍛冶屋敷～
岩見川

430.0
地下水の
ポンプ
アップ

道路維持課
保守は、秋田市。その
他運転等は流雪溝利用
組合。

2
柳町台線
（旧施設分）

H11
河辺阿仁線～
（片側）

817.0

備考

1
土崎保戸野線
（旧国道）

S63-H1
一本松～
面影橋（両側）

640.0
下水道
処理水

下水道施設課
ポンプ施設は下水道施
設課

NO 路線名
施工
年度

設置箇所 延長[m]

光熱水費
[千円]

箇所数
稼働面積

[㎡]
光熱水費
[千円]

箇所数
稼働面積

[㎡]
光熱水費
[千円]

箇所数
稼働面積

[㎡]

電気・電熱線（低圧） 113,213 53 25,589.0 136,147 53 26,216.5 248,350 53 26,338.0

電気・電熱線（高圧） 114,762 25 21,663.5 107,284 25 22,903.9 87,900 25 23,297.5

電気・電熱線（遠赤） 3,651 3 1,752.2 4,272 3 1,752.2 2,391 3 1,752.2

電気・ヒートパイプ 4,213 2 368.6 3,594 2 368.6 1,952 2 249.4

地下水・消雪パイプ 15,644 11 9,881.9 5,192 11 9,881.9 2,970 11 9,881.9

ガス等・ヒートパイプ 294 1 3,518.4 205 1 2,054.0 12 1 1,571.5

ヒートポンプ
ヒートパイプ

1,248 1 1,100.0 2,600 1 1,100.0 751 1 1,100.0

地中熱ヒートポンプ
ヒートパイプ

3,360 1 1,448.8 4,483 1 1,448.8 1,388 1 1,448.8

合計 256,385 97 65,322.4 263,777 97 65,725.9 345,714 97 65,639.3

　　　　　　　年度
　方式

令和３年度 令和４年度 令和５年度
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修繕費
[千円]

修繕数
稼　働
箇所数

修繕費/
１箇所
[千円]

修繕費
[千円]

修繕数
稼　働
箇所数

修繕費/
１箇所
[千円]

修繕費
[千円]

修繕数
稼　働
箇所数

修繕費/
１箇所
[千円]

電気・電熱線（低圧） 1,705 6 48 284 2,106 6 49 351 2,395 6 50 399

電気・電熱線（高圧） 1,433 4 15 358 1,527 4 16 382 402 1 17 402

電気・電熱線（遠赤） 0 0 3　　　　　- 0 0 3　　　　　- 0 0 3

電気・ヒートパイプ 0 0 2           - 0 0 2　　　　　- 0 0 1

地下水・消雪パイプ 2,682 9 10 298 2,832 7 10 405 2,344 5 10 469

ガス等・ヒートパイプ 85 2 7 43 165 1 6 165 0 0 5

ヒートポンプ
ヒートパイプ

0 0 1           - 358 1 1 358 849 3 1 283

地中熱ヒートポンプ
ヒートパイプ

1,078 1 1　　　　　- 0 0 1　　　　　- 0 0 1

合計 6,983 22 87 6,988 19 88 5,990 15 88

　　　　　　　年度
　方式

令和３年度 令和４年度 令和５年度

エ 融雪方式別修繕費

融雪施設は、年数の経過に伴い設備が損傷し、修繕の必要性が生じる。過去

３年間の各融雪方式における修繕費は次（表２－５）のとおりである。

表２－５ 融雪方式別の修繕費

オ 保守管理委託費

融雪施設の保守管理委託費は次（表２－６）のとおりである。保守管理の委

託は、冬期間に限定されるものと通年で委託するものがある。通年で保守管理

を委託するものは、自家用電気工作物に該当する施設である。

表２－６ 融雪施設の保守管理委託費

委託料[千円] 契約数 委託料[千円] 契約数 委託料[千円] 契約数

融雪施設保守管理（冬期間のみ） 32,975 9 35,252 9 39,671 9

自家用電気工作物保守管理（通年） 2,387 6 2,514 6 2,468 6

合計 35,362      - 37,766      - 42,139      -

　　　　　　　　　　　　年度
保守管理委託

令和３年度 令和４年度 令和５年度
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路線名 方式 停止年度

大町公園橋（歩道） 地下水 平成２２

新都市１２号線（歩道） ガス 平成２０

豊町日吉町線（歩道） 地下水 平成２２

千秋久保田町手形新栄町線（歩道） 電気 令和２

(2) 停止中の消融雪施設の状況

本市の消融雪施設のうち、４箇所の施設で停止している。

大町公園橋は、老朽化した配管の破損により漏水が発生し、漏水箇所の特定が

困難であるため停止している。

新都市１２号線の一部においては、配管から不凍液が漏れ出したが、損傷箇所

の特定が困難であり、補修が不可能であるため停止している。

豊町日吉町線は、地下水位が高く電蝕により配管が腐食し、多数の漏水が発生

したことにより補修が困難であるため停止している。

千秋久保田町手形新栄町線は、制御盤の不良により停止している。

停止中の消融雪施設と停止年度は次（表２－７）のとおりである。

表２－７ 停止中の消融雪施設と停止年度

※停止中の箇所の安全対策として積雪状況に応じ、除排雪作業の実施および

凍結抑制剤の散布などにより対応する。
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３ 消融雪施設整備状況と課題

３－１ 既存消融雪施設の改修状況

消融雪施設は平成４年度から本格的に整備してきたが、既存施設の改修について

は平成１７年度（八幡田地下道線）から実施している。

過去５年間の改修実績は次（表３－１）のとおりである。

表３－１ 消融雪施設の改修実績

改修年度 路線名 方式 改修費[千円]

市道新屋元町大川町2号線 地下水･消雪パイプ ⇒ 地下水･消雪パイプ 44,675

市道千秋明徳町3号線 電気･電熱線 ⇒ 電気･電熱線 33,770

市道中通本線 ガス･ヒートパイプ ⇒ 電気･電熱線 76,595

155,040

市道土崎保戸野線 ヒートポンプ･ヒートパイプ ⇒ ヒートポンプ･ヒートパイプ 86,460

市道新都市14号線ほか1路線 ガス･ヒートパイプ ⇒ 電気･電熱線 56,954

市道新屋元町大川町2号線
その2

地下水･消雪パイプ ⇒ 地下水･消雪パイプ 56,954

143,414

市道新都市大通線 ガス･ヒートパイプ ⇒ 電気･電熱線 103,851

市道新屋浜田線 電気･電熱線 ⇒ 電気･電熱線 73,565

177,416

R4 市道保戸野八丁千秋中島町線 地下水･消雪パイプ ⇒ 地下水･消雪パイプ 12,305

12,305

市道寺内油田7号線 電気･電熱線 37,594

市道新都市大通線 ガス･ヒートパイプ ⇒ 電気･電熱線 103,893

市道桜ヶ丘梨平線 電気･電熱線 ⇒ 電気･電熱線 100,709

市道川尻広面線 地下水･消雪パイプ ⇒ 地下水･消雪パイプ 127,810

市道新屋浜田線 電気･電熱線 ⇒ 電気･電熱線 86,544

市道新都市13号線 ガス･ヒートパイプ ⇒ 電気･電熱線 62,275

518,825計

計

計

計

R1

R3

計

R2

R5
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３－２ 整備予定の消融雪施設の状況

昭和５０年代から、整備を行ってきた消融雪施設が耐用年数を迎え、老朽化の著

しい施設などについて、これまで改修を実施してきた。

今後、法定耐用年数（※）を超えた施設について、順次改修を行った場合の年度

別事業費は次（図３－１）のとおりであり、令和７年度から令和３６年度までの

３０年間の整備費（改修）は約２２０億円に及ぶ。

また、更新時期の集中により、単年度の整備費（改修）において令和１８年度と

令和３３年度の２回にわたりピークを迎え、最大で年１０億円を超える見込みであ

る。

図３－１ 消融雪施設の今後３０年間の年度別整備費

※減価償却資産の耐用年数等に関する省令（平成２５年９月４日改正省令抜粋）

別表第一 機械及び装置以外の有形減価償却資産の耐用年数表 （抜粋）

種類 構造又は用途 細目 耐用年数(年)

蓄電池電源設備 六

その他のもの 一五

給排水又は衛生設備及びガス設備 一五

建物附属
設備

電気設備(照明設備含む。)

単年度の整備費が増大する
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３－３ 消融雪施設整備における課題

(1) 増加する消融雪施設整備要望

消融雪施設に関する要望件数は人口減少、高齢化、インバウンドなど社会状況

の変化を背景に年々増加傾向にある。

５年間の要望件数の推移は次（表３－２）のとおりである。

表３－２ 過去５年間の消融雪施設の要望内訳

(2) 消融雪施設整備費用の削減と平準化

消融雪施設の改修をこれまでと同様に耐用年数や事後保全として行った場合多

額の改修費を要することになり、改修が追いつかず停止する施設の増大が懸念さ

れる。

このことから消融雪施設の持続的・継続的な運用を実現するため、改修方法や

優先順位などの整備方針を検討し、整備費用の削減や平準化を進める。

新設 延伸 改修 車道 歩道

令和元年度 5 1 - 4 2 6

令和２年度 6 - 1 5 2 7

令和３年度 2 - 1 2 1 3

令和４年度 3 - 1 3 1 4

令和５年度 4 - 1 4 1 5

合計 20 1 4 18 7 25

合計
道路種別要望箇所
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４ 消融雪施設整備方針

４－１ 消融雪施設の選定

(1) 消雪施設と融雪施設の選定

消雪施設は、一般的に地下水や河川水を水源として雪を溶かすものであるが、

路面に直接散水する方式については、散水した水の凍結について十分留意する必

要がある。

冬期間に平均気温が氷点下となる地域や放射冷却現象により凍結が想定される

地域では、整備について慎重な検討が必要であり、消雪施設整備のおおよその目

安となる可能地域を図４－１に示す。

融雪施設は舗装路面を温めて雪を溶かすものであり、消雪施設と比べ即応性が

やや遅いが、路面に散水しないため、路面凍結を引き起こす可能性が少ない。

また、特別な局所を除き熱源に制約されないため、気象条件に係わらずどの地

域でも整備が可能である。

出典：路面消・融雪施設等設計要領（平成20年5月）p.6

図４－１ １月の平均気温および日最低気温の平均値

図４－１に示した秋田の気象条件から、消雪施設は路面の凍結が発生する恐れ

があることから、本市においては、消雪施設より融雪施設の方が通行の安全確保

に有効である。

(2) 流雪溝の整備

消雪施設である流雪溝の整備については、平野部で勾配を確保することが困難

であること、水源の確保および既存のライフラインの移設を伴うなどの課題が多

い。そのため、整備にあたっては、既設の農業用排水路等の活用可能箇所の洗い

出しを行い、整備の実現性について検討していくこととする。
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No. 路線名
経過
年数

ヒーターユニット
総数

ヒーターユニット
故障の数

3 新屋浜田線 32 5 0

11 四ツ小屋本線 34 8 0

23 手形山団地蛇野線 21 18 6

47 さつき台団地10号線 29 6 0

48 寺内神屋敷4号線 29 14 0

49 高梨台団地1号線 29 49 0

50 蛇野4号線 21 24 0

52 松崎団地4号線 29 63 1

53 堂ノ沢泉線 29 11 2

56 高清水公園線 28 68 2

59 楢山大元町2号線 28 19 0

60 石山坂線 28 62 0

61 牛島西四丁目1号線 28 12 0

63 太田町兎谷地線 28 37 0

66 千秋久保田町手形新栄町線 26 1 0

67 牛島西潟敷線 26 23 0

69 新都市公園道路2号線ほか2路線 24 69 0

70 中通本線 24 35 0

71 仲小路２号線 24 44 0

72 桜ヶ丘梨平線 24 32 0

79 川尻広面線 28 37 0

80 中通本線 25 23 0

83 御所野自歩道9号線 24 6 0

(24.6) 666 11

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3.0

0

0

0

1.6

10.5

故障率[%]

0

0

4.8

0

合計(平均) (3.2)

0

0

0

0

４－２ 融雪方式の選定

(1) 融雪方式の検討

融雪施設の新設および更新にあたり、融雪方式の検討を行う。融雪施設は使用

する熱源の種類および放熱方法等の組み合せによって多様な方式があるが、これ

までの本市の実績を踏まえ、イニシャルコストとランニングコストを組み合せた

トータルコストに基づき選定する。また、耐用年数についても、本市の実績等を

基に、各融雪方式ごとに検討を行う。

ア 電気・電熱線（ヒーターユニット）

電気・電熱線方式は、舗装体に電熱線ユニットを埋設し、これに通電して発熱

させることで路面を温め、路面の融雪及び凍結防止を行うものである。

受変電施設については、様々な機器が集積されており、更新推奨時期は機器ご

とに異なるものの、多くの機器は２０年とされているが、部分的な補修により耐

用年数を３０年とすることができる。

一方、ヒーターユニットについては、経過年数が２０年を超えた場合において

故障しているものが少ないこと（表４－１）や部分的な断線等があっても施設全

体の安全性等に大きく影響しないこと、また、一般的にケーブルの更新推奨時期

は２０年から３０年であることを考慮し、耐用年数を３０年とする。

以上のことから、電気・電熱線方式の耐用年数は３０年とする。ただし、大型

車交通量や故障発生の状況に応じて、適時見直しを行う。

表４－１ 整備から２０年を超えたヒーターユニットの故障率と総数
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14.2

10

12

15

16

18

0 5 10 15 20

平均

豊町日吉町線

末戸松本６号線

保戸野八丁千秋中島町線

千秋中島町１号線

大町公園橋

年数

路線名

9.6

2

5

6

8

8

9

15

16

0 5 10 15 20

平均

川尻広面線（南通工区）

新屋元町大川町２号線

保戸野八丁千秋中島町線

末戸松本６号線

新屋船場町１号線

千秋中島町１号線

土崎中央六丁目２号線

土崎駅前線駅前広場

年数

路線名

イ 地下水・消雪パイプ

地下水・消雪パイプ方式は、ポンプで汲み上げた地下水が配管を経由して放熱

管まで運ばれ、その地下水の熱により融雪する仕組みであるが、配管等から漏水

が発生してしまうと、漏水箇所の特定が困難となる場合がある。また、一度漏水

が発生すると、修繕しても新たに配管の別の箇所に水圧がかかるなど、漏水が頻

繁に発生し、悪循環に陥るケースが多い。

以上のことから、漏水発生による修繕実績をもとに耐用年数を検討するため、

整備から１５年を経過した施設において、漏水発生までの年数を図４－２に示す。

図４－２の平均的な数値から、地下水・消雪パイプ方式の耐用年数は１５年と

する。

図４－２ 漏水発生までの経過年数実績（地下水・消雪パイプ）

令和７年３月時点において、本市で管理する地下水・消雪パイプ施設の経過年

数は、図４－３のとおりである。

図４－３ 地下水・消雪パイプ施設の経過年数 令和７年３月時点
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15.1 
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14

14

14

15

15

15

15

15

16

15

17
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19

0 5 10 15 20

平均

新都市公園道路１号線

高清水公園線

新都市１２号線ほか１路線

新都市14号線ほか１路線

高清水公園線

さつき台団地１号線

油田堂ノ沢線

手形山田中線

秋田港四ッ谷線

寺内児桜高野線

堂ノ沢泉線

中台団地１号線

寺内児桜堂ノ沢１号線

ﾆｭｰﾀｳﾝ64号線ほか１路線

中央高校坂線

中通本線

年数

路線名

16.8
5

6
26

30

0 5 10 15 20 25 30 35

平均

新都市１４号線ほか１路線

中通本線

御所野自歩道９号線

新都市公園道路１号線

年数

路線名

ウ ガス・ヒートパイプ

ガス・ヒートパイプ方式は、ガスの燃焼により温められた不凍液が配管を経由

して放熱管まで運ばれ、その流体の熱により融雪する仕組みである。これは地下

水・消雪パイプ方式と同様に一度漏水が発生してしまうと、漏水箇所の特定が困

難となり、部分的に融雪能力が発揮できなくなることや施設全体の停止につなが

る恐れがある。

以上のことから、漏水発生までの経過年数実績（図４－５）に基づき、耐用年

数を１５年とする。

図４－５ 漏水発生までの経過年数実績（ガス・ヒートパイプ）

令和７年３月時点において、本市で管理するガス・ヒートパイプ施設の経過年

数は、図４－６のとおりである。

図４－６ ガス・ヒートパイプ施設の経過年数 令和７年３月時点

エ ヒートポンプ・ヒートパイプと地中熱・ヒートパイプ

ヒートポンプ・ヒートパイプ方式と地中熱・ヒートパイプ方式の耐用年数は実

績が少ないことから、更新推奨時期の２０年を採用する。なお、放熱管について

は、今後の使用していく中で損傷状況を確認し、改修時期を判断する。
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融雪方式
30年間のトータル
コスト[千円/㎡]

耐用年数

電気・電熱線 290 30年更新

地下水
消雪パイプ

390 15年更新

ガス
ヒートパイプ

490 15年更新

ヒートポンプ・ヒートパイプ
（フロンガス）

310 20年更新

ヒートポンプ・ヒートパイプ
（地中熱）

350 20年更新

(2) 融雪方式別の耐用年数

検討結果から、融雪方式別の耐用年数を以下のとおりとする。

【耐用年数】

①電気・電熱線・・・・・・・・・・・・・・・３０年

②地下水・消雪パイプ・・・・・・・・・・・・１５年

③ガス・ヒートパイプ・・・・・・・・・・・・１５年

④地中熱ヒートポンプ・ヒートパイプ・・・・・２０年

(3) 融雪方式の選定

検討した耐用年数とこれまでの整備費用、光熱水費および修繕費から３０年間

のトータルコストを算出した結果は、次（表４－２）のとおりである。

表４－２ 融雪方式のコスト比較

表４－２から、本市で一番多く整備されている電気・電熱線方式がトータルコス

ト面で優位である。光熱水費は他の方式に比べ割高であるが、正常に稼働してい

る年数が長く、修繕費や改修費を削減できる。また故障した場合、故障箇所を比

較的容易に把握し修繕することができるため、施設の停止につながるリスクが他

の方式に比べ格段に低い。他の方式は不凍液などの漏水が発生した場合、漏水箇

所の特定が困難であり、修繕に多額を要するため、施設の停止が長期間となる傾

向にある。

ヒートポンプ・ヒートパイプ方式は、電気・電熱線に次いでトータルコストが

安価であるが、受変電施設や熱源のヒートポンプ施設が必要となるため、他の方

式に比べ敷地の確保が必要となる。また、騒音等により周辺環境への影響も懸念

されるため、整備箇所が限定される。

地下水方式については、既存の施設（地下水方式）を改修する際、揚水井、注

入井が支障なく継続して使用できる場合、光熱水費が安価であるため、同様の方

式で改修を行うことを検討する。

以上のことから、電気・電熱線方式を基本としたうえで、施設環境、施工条件、

近年の電気料金の高騰も踏まえたトータルコストを考慮し、これらを総合的に判

断して方式を選定し整備する。
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４－３ 整備基準と優先順位

(1) 整備基準

融雪施設は整備や維持管理に多額の費用を要するものであるが、融雪施設の効

果範囲は限定的であることから、その整備効果を十分に検討し整備を進める必要

がある。整備基準を定め、その整備効果を確かなものとすることや無秩序な整備

に伴う維持管理費の増大を防止する観点等から、本計画の消融雪施設の整備基準

は以下のとおりとする。

【整備基準】

車道の場合：①の基準を満たし、②又は③の基準も満たしていること

歩道の場合：②又は③の基準のどちらかを満たしていること

① 構造的基準

道路勾配４％以上

② 重要度的基準

ア 交通量

(ｱ) 日交通量３００台以上

(ｲ) 日交通量１５０台以上

・国道又は県道の代替路線又は連絡道路

・官公庁、駅、病院、学校等の公共施設に通ずる道路

イ バス路線

③ 社会的基準

ア 社会状況の変化等への対策が必要な道路

イ 通学路

ウ 既存施設の改修による延伸

※社会的基準について

社会的基準における社会状況の変化等への対策が必要な道路とは、高齢化やイ

ンバウンドなどを背景に、中心市街地の活性化や基幹道路のネットワーク化等、

時代に即した対策が必要な道路とする。

なお、バリアフリー化などの歩道整備や無電柱化等の他事業との調整が必要と

なる場合については、その都度、検討を行うこととする。
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配点

構造的基準 5

5

5

5

5

5

5

5

経過年数 経過年数－耐用年数

5

3

構造的基準 5

5

5

5

5

5

5

5

既
設
改
修

経過年数－耐用年数　※

不具合状況

融雪施設が停止している

融雪施設の一部が、停止又は不良が原因で融雪状況にム
ラが生じている

日交通量１５０台以上で官公庁、駅、病院、学校等の公
共施設に通ずる道路

バス路線

社会的基準

社会状況の変化等への対策が必要な道路

通学路

バス路線

社会的基準

社会状況の変化等への対策が必要な道路

通学路

既存施設の改修による延伸

評価項目 具体的な内容

新
設
整
備

道路勾配４％以上

重要度的基準

日交通量３００台以上

日交通量１５０台以上で国道又は県道の代替路線又は連
絡道路

日交通量１５０台以上で官公庁、駅、病院、学校等の公
共施設に通ずる道路

既存施設の改修による延伸

道路勾配４％以上

重要度的基準

日交通量３００台以上

日交通量１５０台以上で国道又は県道の代替路線又は連
絡道路

(2) 優先順位

融雪施設を整備する際の優先順位は、既設施設の改修の場合、路線の経過年数

や不具合状況等を点数化する。新設整備の場合は整備基準の各項目を点数化する。

その合計点が高いものから順位を付けていく。

【優先順位】

既設改修

⇒優先順位＝構造的基準＋重要度的基準＋社会的基準＋経過年数＋不具合状況

新設整備

⇒優先順位＝構造的基準＋重要度的基準＋社会的基準

以下にそれぞれの項目の点数を示す。

※耐用年数は４－２(２)を参照

４－４ 計画期間と計画の見直し

本計画の期間は、令和７年度から令和３６年度までの３０年間とする。

また、本計画は概ね５年ごとの計画の進捗管理のほか、施設損傷状況等を勘案

した上で見直しを検討する。
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５ 消融雪施設整備計画

５－１ 整備計画に基づく年次計画の策定

(1) 整備方針に基づく年次計画の策定と事業費の平準化

４－３整備基準と優先順位に基づき、施設ごとに今後３０年間の年次計画を策定

し、事業費の平準化を図る。

事業費の平準化の手法

過去の実績から施設毎の耐用年数を見直し、改修方法を再検討

⇒電気・電熱線：３０年

⇒ヒートポンプ・ヒートパイプ：２０年 （詳細は４－２を参照）

事業費を平準化した際の効果

(2) 主な新設整備箇所

新設整備を行う箇所は、本整備計画の整備基準に従い、その必要性を審査した

うえで計画し、整備することとする。

(3) 整備基準に合致しない箇所への対応

整備基準に合致しない箇所の安全対策として、積雪状況に応じ、凍結抑制剤の

散布、町内や個人への配布および砂箱の設置により、通行の安全確保に努める。

整備計画策定前

整備費(改修)⇒約２２０億円

整備計画策定後

整備費(改修･新設)⇒約１１０億円



既設融雪施設一覧表 （資料1）

車道 歩道

1 川尻広面線 明田地下道 265.0 400.0 2,667.7 電気･電熱線 5.2 S55 H12 2000 25
H30北側歩道部水道工事
により全面改修

2 広面１号線 桜大橋脇 34.0 100.0 電気･電熱線 5.2 S58 1983 42

3 新屋浜田線 日吉坂(新屋消防署前) 90.7 359.6 電気･電熱線 10.2 S61 H23 2011 14

4 内浜田線 新屋比内町(県道前後) 55.7 220.0 電気･電熱線 7.5 S61 H24 2012 13

5 浜田新屋２号線 上の坂 20.0 44.9 電気･電熱線 8.7 S61 H22 2010 15
H22水道工事により改
修、制御盤未改修

6 大町公園橋 さいわい橋 25.0 254.2 地下水･消雪ﾊﾟｲﾌﾟ － S62 1987 38 H22停止

7 新都市大通線
御所野ﾆｭｰﾀｳﾝ入口～秋田ﾃ
ﾙｻ 1,998.0 3,997.0 灯油･ヒートパイプ － S63 1988 37 H16停止

8 中通本線 ＪＲ秋田支社前 42.4 763.7 ガス･ヒートパイプ － H2 1990 35 燃料源はＪＲ

9 中通本線 秋田オーパ前 303.0 606.0 電気･ヒートパイプ － H2 1990 35 H24停止

10 千秋明徳町３号線 国学館脇坂 63.5 25.0 371.8 電気･ヒートパイプ 10.5 H3 1991 34 H16制御盤改修

11 四ツ小屋本線 四ツ小屋地下道出入口 4.0 68.0 電気･電熱線 － H3 1991 34

12 千秋久保田町城下町坂道線 県立看護学校脇坂 138.0 495.9 電気･電熱線 14.4 H4 H20 2008 17

13 中央高校坂線 中央高校横～旧国道 177.0 708.4 電気･電熱線 10.1 H4 H22 2010 15

14 千秋中島町１号線
秋田北高校脇(北の丸バス
停) 104.9 583.0 地下水･消雪ﾊﾟｲﾌﾟ 8.7 H4 H28 2016 9

15 新都市12号線 イオン（南北路線側） 627.5 ガス･ヒートパイプ － H4 1992 33

16 新都市12号線 イオン（ﾃﾙｻ側） 315.0 627.5 電気･電熱線 － H4 H29 2017 8

17 新都市13号線
旧中三～秋田ﾃﾙｻ（ﾆｭｰﾀｳﾝ
ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ） 185.0 370.0 ガス･ヒートパイプ 1992 33 H20停止

18 新都市14号線ほか１路線
御所野市営住宅～御所野
小学校 357.4 736.0 ガス･ヒートパイプ － H4 1992 33 H20停止

19 新屋下川原寿町線 新屋勝平台 63.0 241.5 電気･電熱線 10.5 H5 H20 2008 17

20 千秋公園１号線
千秋城下町(佐藤音響脇
坂) 23.9 46.4 165.7 電気･電熱線 12.3 H5 H25 2013 12

21 泉天徳寺線 天徳寺地下道 283.0 1,066.4 電気･電熱線 3.8 H5 H19 2007 18

22 新屋浜田線 日吉坂(中村入口バス停) 70.0 280.0 電気･電熱線 7.2 H5 H23 2011 14 3と同一工事

23 手形山団地蛇野線 手形山団地 40.0 183.4 電気･電熱線 5.2 H5 H16 2004 21

24 新屋船場町１号線 雄物新橋右岸下流側 82.5 94.0 708.9 地下水･消雪ﾊﾟｲﾌﾟ 8.7 H5 H29 2017 8 県と井戸の共用

25 油田堂ノ沢線 一本松 100.0 100.0 499.8 電気･電熱線 4.4 H5 H27 2015 10

26 臨海秋操線
ユースパル前(蛭根交差点
側) 71.7 868.1 電気･電熱線 10.2 H5 H26 2014 11

27 手形山田中線 秋田高校グラウンド脇坂 335.0 1,336.4 電気･電熱線 10.5 H5 H21 2009 16

28 中台団地１号線 中台団地入口 259.9 1,133.0 電気･電熱線 17.8 H5 H24 2012 13 33と受電盤共用

29 保戸野八丁千秋中島町線 新中島橋左岸 30.0 135.0 地下水･消雪ﾊﾟｲﾌﾟ 14.1 H5 H31 2019 6
14と井戸受電盤共
用

30 ﾆｭｰﾀｳﾝ64号線ほか１路線
御所野元町六丁目(御所野
ヤマト前) 213.8 304.6 ガス･ヒートパイプ － H5 1993 32 Ｒ1停止

31 八幡田地下道線 八幡田地下道 250.0 999.8 電気･電熱線 3.8 H6 H17 2005 20

32 晃ケ丘団地１号線 晃ケ丘団地入口 159.4 547.0 電気･電熱線 10.7 H6
H18
一部 2006 19 H18下水で一部改修

33 秋田港四ッ谷線 ＪＲ工機部坂 395.7 342.4 2,771.4 電気･電熱線 5.2 H6 H23,25 2013 12

34 寺内児桜高野線 寺内字高野 286.0 1,179.9 電気･電熱線 13.8 H6 H25 2013 12

35 高梨台団地５号線 旭川小学校側 電気･電熱線 7.2 H6 2012 13 26と受電盤共用

36 寺内児桜堂ノ沢１号線 寺内小学校北側坂 220.3 797.3 電気･電熱線 12.3 H6 H25 2013 12

37 新都市公園道路１号線 TOHOｼﾈﾀｳﾝ～御所野学院脇 220.0 444.0 ガス･ヒートパイプ － H7 1995 30

38 豊町日吉町線 新屋割山町 360.9 721.8 地下水･消雪ﾊﾟｲﾌﾟ 5.2 H7 1995 30
H16車道H22歩道停
止

39 金属団地１号線
勝平新橋右岸(たけや製パ
ン側) 193.0 770.4 電気･電熱線 4.4 H7 H18 2006 19

40 金属団地１号線 勝平新橋左岸 168.0 1,576.9 電気･電熱線 4.4 H7 H30 2018 7

41 太田沢本線 若竹学園前 159.7 671.0 電気･電熱線 7.0 H7 H22 2010 15

42 高清水公園線 旧国道側(護国神社入口) 158.0 158.0 705.4 電気･電熱線 6.8 H7 H22 2010 15

43 千秋公園矢留町線 明徳小学校入口坂 322.0 292.0 1,805.0 電気･電熱線 7.0 H7 1995 30

44 新屋松美町朝日町線 勝平保育園脇 230.0 169.2 1,160.0 電気･電熱線 9.6 H7 H22 2010 15

45 千秋公園手形新栄町線
山形屋前(第一手形谷地踏
切) 34.4 121.5 電気･電熱線 8.7 H7 H30 2018 7

46 土崎保戸野線
通町商店街(菊谷小路～鉄
砲町) 440.0 1,100.0 ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ･ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ － H7 1995 30

47 さつき台団地10号線 さつき台第一児童遊園地 18.0 86.0 電気･電熱線 12.3 H8 1996 29

48 寺内神屋敷４号線 寺内ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ脇 100.0 224.0 電気･電熱線 17.6 H8 1996 29

49 高梨台団地１号線 高梨台団地入口 224.0 896.0 電気･電熱線 15.8 H8 1996 29

50 蛇野４号線 手形蛇野 225.0 445.0 電気･電熱線 9.3 H8 H16 2004 21 H16下水で改修
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51 新屋浜田線
R7跨道橋～大森山公園西
口入口手前 433.0 2,192.0 電気･電熱線 7.0 H8

H17
一部 1996 29

H16，17下水で片面
改修

52 松崎団地４号線 下北手松崎団地 138.2 613.6 電気･電熱線 10.5 H8 1996 29

53 堂ノ沢泉線
寺内堂ノ沢(パンダラーメ
ン向坂) 121.3 497.9 電気･電熱線 10.2 H8 H30 2018 7

54 さつき台団地１号線
寺内字蛭根(市環境部脇
坂) 57.7 319.4 電気･電熱線 10.2 H8 H27 2015 10

55 末戸松本６号線 末戸松本地下道 162.0 972.0 地下水･消雪ﾊﾟｲﾌﾟ 7.0 H8 H29 2017 8

56 高清水公園線
新国道側(高清水小学校前
坂) 562.9 562.9 2,656.7 電気･電熱線 6.6 H9 H28,29 2016 9

57 川尻広面線
横町工区（半田葬儀社
前） 347.8 943.0 電気･電熱線 － R5 2023 2 R6県より移管

58 新屋元町大川町２号線 新屋元町(御蔵橋前の坂) 181.0 869.5 地下水･消雪ﾊﾟｲﾌﾟ 10.5 H9 H31 2019 6

59 楢山大元町２号線 羽越楢山踏切 64.6 300.0 電気･電熱線 7.0 H9
H21
一部 1997 28 H21水道で一部改修

60 石山坂線 大森山公園東入口 105.0 612.6 電気･電熱線 10.5 H9 1997 28

61 牛島西四丁目１号線 大野踏切 70.0 263.0 電気･電熱線 6.6 H9 1997 28

62 浜田新屋２号線 上の坂(小松履物店脇坂) 232.0 613.8 電気･電熱線 7.3 H9 2010 15 H22水道で一部改修

63 太田町兎谷地線
太田沢跨線橋(城南中学校
側) 100.0 414.1 電気･電熱線 5.2 H9 1997 28

64 太田町兎谷地線
太田沢跨線橋(カトリック
墓地側) 141.6 725.4 電気･電熱線 7.0 H10 1998 27

65 桜ヶ丘梨平線 桜ヶ丘団地入口 132.0 1,118.9 電気･電熱線 5.2 H10 1998 27

66 千秋久保田町手形新栄町線 手形跨線橋 5.7 電気･電熱線 － H11 1999 26

67 牛島西潟敷線 牛島アンパス 22.0 23.0 322.0 電気･電熱線 9.3 H11 1999 26

68 御所野自歩道９号線
御所野元町三丁目(地下道
出入口前) 142.5 284.0 ガス･ヒートパイプ － H11 1999 26

69
新都市公園道路2号線ほか2
路線 御所野元町四丁目 313.0 613.7 電気･電熱線 － H13 2001 24 H16制御盤一基改修

70 中通本線
ﾌｫﾝﾃ前(ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ～ﾀｸｼｰ乗
場) 51.0 124.8 電気･電熱線 － H13 2001 24

71 仲小路２号線 大屋根･アゴラチャイム前 65.3 926.7 電気･電熱線 － H13 2001 24

72 桜ヶ丘梨平線
桜ヶ丘団地(ｽｶﾞｶﾈｺﾞﾙﾌ練
習場側) 138.0 1,243.2 電気･電熱線 7.0 H13 2001 24

73 川尻広面線 有楽町～中通六郵便局 816.3 1,687.0 地下水･消雪ﾊﾟｲﾌﾟ － H13 2001 24

74 川尻広面線
中通六郵便局～中通六丁
目交差点 576.3 1,533.0 地下水･消雪ﾊﾟｲﾌﾟ － H14 2002 23

75 川尻広面線
中通六丁目交差点～明田
地下道 566.9 839.0 地下水･消雪ﾊﾟｲﾌﾟ － H15 2003 22

76 秋田駅東５号線 秋田駅東口Weロード 85.5 136.3 電気･電熱線(遠赤) － H16 2004 21

77 大堰反線
秋田駅～明田地下道(西
側) 395.3 785.7 電気･電熱線 － H18 2006 19

78 大堰反線
秋田駅～明田地下道(東
側) 441.2 868.5 電気･電熱線 － H19 2007 18

79 川尻広面線 五丁目橋 81.2 324.3 電気･電熱線 － H9 1997 28 県より移管

80 中通本線 α１～迎賓館 246.5 529.8 電気･電熱線 － H20 2008 17

81 秋田環状１号線
中央通交差点～南通交差
点(東側) 393.8 804.4 電気･電熱線(遠赤) － H21 2008 17

82 榊表地下道
河辺北野田高屋字榊表地
内 70.7 115.9 電気･電熱線 － H20 2009 16

83 御所野自歩道９号線 御所野堤台一丁目地内 61.8 123.4 電気･電熱線 － H20 2009 16

84 土崎駅前線駅前広場 土崎駅前広場 391.0 782.0 地下水･消雪ﾊﾟｲﾌﾟ － H21 2009 16

85 秋田環状１号線
中央通交差点～南通交差
点(西側) 397.5 811.5 電気･電熱線(遠赤) － H22 2010 15

86 土崎中央六丁目２号線
ＪＲ土崎駅前～四ツ谷線
交差点 250.8 471.6 地下水･消雪ﾊﾟｲﾌﾟ － H22 2010 15

87 千秋久保田線山崎線 Ａ、Ｂ 206.8 433.4 電気･電熱線 － H22 2010 15

88 千秋久保田町１号線 Ｃ 50.0 11.6 238.0 電気･電熱線 － H22 2010 15

89 中通本線
秋田農林ビル～秋田セン
タービル 310.5 623.2 電気･電熱線 － H23 2011 14

90 秋田環状１号線
山二スタンド～レオパレ
ス 323.0 713.8 電気･電熱線 － H23 2012 13

91 仲小路２号線 大屋根～なかいち 310.2 1,290.6 電気･電熱線 － H24 2012 13

92 中通本線
秋田ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ～北都銀行駅
前支店～山崎耳鼻科 524.1 1,094.6 電気･電熱線 － H24 2012 13

93 中通本線
山崎耳鼻科～北都銀行本
店 413.4 712.9 電気･電熱線 － H24 2012 13

94 中通本線 みどり屋前～フォンテ前 134.4 320.9 ガス･ヒートパイプ － H25 2013 12

95 川尻広面線 寺町工区 680.0 1,448.8 地中熱ヒートポンプ － H25 2013 12 県より移管

96 中通本線 バス停広場 5.8 308.3 720.0 電気･電熱線 － H27 2015 10

97 寺田油田７号線ほか１路線 寺内油田 120.0 485.0 電気･電熱線 － R4 2022 3

 


